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(57)【要約】
【課題】小型でかつ結合係数を調整することが可能なリ
アクトルを提供する。
【解決手段】リアクトル11は、第１コイル21及び第２コ
イル22と、これら第１コイル21及び第２コイル22を互い
に磁気的に結合する環状のコア30とを備える。第１コイ
ル21及び第２コイル22はそれぞれ、巻線2wを螺旋状に巻
回してなり、軸方向が互いに平行で且つ互いの外周面が
対向するように並列に配置されている。コア30は、第１
コイル21及び第２コイル22を互いに磁気的に結合する。
コア30は、各コイル21,22の内側に位置し、各コイル21,
22が配置される一対の磁脚部311,312と、これら磁脚部3
11,312の両端部に配置されると共に、各磁脚部311,312
の互いの端部同士を連結する一対の連結部321,322とか
らなる。そして、結合係数調整手段として、各磁脚部31
1,312に配置された第１コイル21と第２コイル22との間
に、磁気遮蔽板50が配置されている。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　巻線を巻回してなる複数のコイルと、これらコイルを互いに磁気的に結合するコアとを
備えるリアクトルであって、
　複数の前記コイルは、隣り合う互いの外周面が対向するように並列に配置され、
　前記コアは、前記各コイルが配置される複数の磁脚部と、これら前記磁脚部の両端部に
配置されると共に互いに隣り合う前記各磁脚部の端部同士を連結する一対の連結部とから
なり、
　隣り合う前記コイル間の結合係数を調整する結合係数調整手段を備えるリアクトル。
【請求項２】
　前記結合係数調整手段は、隣り合う前記コイル間に配置される磁気遮蔽板を備える請求
項１に記載のリアクトル。
【請求項３】
　前記結合係数調整手段は、隣り合う前記コイルのうち少なくとも一方に、巻ピッチが密
な密巻部と、前記密巻部よりも巻ピッチが疎な疎巻部とを有する請求項１又は２に記載の
リアクトル。
【請求項４】
　前記結合係数調整手段は、隣り合う前記コイルのうち少なくとも一方に、巻径が小さい
小径部と、前記小径部よりも巻径が大きい大径部とを有する請求項１～３のいずれか一項
に記載のリアクトル。
【請求項５】
　前記結合係数調整手段は、前記連結部の少なくとも一方に設けられた磁気ギャップ部を
備える請求項１～４のいずれか一項に記載のリアクトル。
【請求項６】
　請求項１～５のいずれか一項に記載のリアクトルを備えるコンバータ。
【請求項７】
　請求項６に記載のコンバータを備える電力変換装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ハイブリッド自動車や電気自動車、燃料電池自動車といった車両に搭載され
るコンバータや電力変換装置の構成部品などに利用されるリアクトルに関する。特に、小
型でかつ結合係数を調整することが可能なリアクトルに関する。
【背景技術】
【０００２】
　電圧の昇圧や降圧を行う電圧変換回路の部品の一つに、リアクトルがある。例えば特許
文献１には、コアと、コアに巻装され、互いに磁気結合された複数相のコイルとを含む複
数相コンバータ用リアクトルが開示されている。特許文献１に記載の２相コンバータ用リ
アクトル（２相磁気結合リアクトル）（10）では、コア（12）と、コア（12）に巻装され
た２相のコイル（14,16）とを備える。コア（12）は、基部（26）と基部（26）の中央部
から突出する中央脚部（28）とを有するＴ字状の一対のＴ形部（20,22）と、直線状の２
つのＩ形部（24）と備える。また、各Ｔ形部（20,22）は、中央脚部（28）の先端同士が
ギャップ空間（32）を介して互いに対向するように配置される。Ｉ形部（24）は、各Ｔ形
部（20,22）における基部（26）の両端部（端脚要素（30））にギャップ板（18）を介し
て結合され、互いに平行に配置される。そして、コア（12）において、中央脚部（28）を
挟んで両側に位置するＩ形部（24）により２つの端脚部（34）を構成し、各端脚部（34）
にコイル（14,16）がそれぞれ配置されている。このリアクトルでは、複数のコイルを同
一のコアに配置して互いに磁気的に結合することで、単相リアクトルに比較して小型化で
きる。
【先行技術文献】
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【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１２－６５４５３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　コンバータ（電力変換装置）において、更なる小型化が求められている。特に、車載用
のコンバータ（電力変換装置）では、設置スペースに厳しい制約があることから、より一
層の小型化が望まれる。
【０００５】
　複数のコイルを同一のコアに配置して互いに磁気的に結合するリアクトルでは、インダ
クタンスの他、コイル間の結合係数も重要なパラメータになっている。特許文献１に記載
のリアクトルでは、上記したように、Ｔ形部の中央脚部とその両側に位置する２つの端脚
部（Ｉ形部）との３つの磁脚部をコアが有し、各端脚部にコイルがそれぞれ配置される構
成である。コアには、Ｔ形部の基部及び端脚部によりコイル同士を磁気的に結合する結合
磁路と、中央脚部により各コイルから生じる磁束が漏れる漏れ磁路とが形成される。そし
て、このリアクトルでは、中央脚部に設けられたギャップ空間により、インダクタンスや
結合係数を調整することが可能である。しかし、このリアクトルでは、コイルが配置され
る端脚部以外に、結合係数を調整するための中央脚部をコアが有するため、更なる小型化
が難しい。
【０００６】
　本発明の目的の一つは、小型でかつ結合係数を調整することが可能なリアクトルを提供
することにある。また、本発明の別の目的は、このリアクトルを備えるコンバータ、この
コンバータを備える電力変換装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明のリアクトルは、巻線を巻回してなる複数のコイルと、これらコイルを互いに磁
気的に結合するコアとを備える。複数のコイルは、隣り合う互いの外周面が対向するよう
に並列に配置される。コアは、各コイルが配置される複数の磁脚部と、これら磁脚部の両
端部に配置されると共に互いに隣り合う各磁脚部の端部同士を連結する一対の連結部とか
らなる。そして、隣り合うコイル間の結合係数を調整する結合係数調整手段を備える。
【０００８】
　本発明のリアクトルによれば、コアが、コイルが配置される磁脚部と、磁脚部の端部同
士を連結する連結部とからなる。つまり、本発明のリアクトルは、特許文献１に記載のリ
アクトルのように、結合係数を調整するためにコアに漏れ磁路を形成する中央脚部を有し
ていない。したがって、本発明のリアクトルは、従来のリアクトルに比較して、小型化で
きる。また、結合係数調整手段を備えることで、コイル間の結合係数を調整することが可
能である。
【０００９】
　上記結合係数調整手段としては、以下に示す（１）～（４）の形態が挙げられる。
　（１）隣り合うコイル間に配置される磁気遮蔽板を備える形態
　（２）隣り合うコイルのうち少なくとも一方に、巻ピッチが密な密巻部と、密巻部より
も巻ピッチが疎な疎巻部とを有する形態
　（３）隣り合うコイルのうち少なくとも一方に、巻径が小さい小径部と、小径部よりも
巻径が大きい大径部とを有する形態
　（４）連結部の少なくとも一方に設けられた磁気ギャップ部を備える形態
【００１０】
　上記（１）の形態では、隣り合うコイル間に配置される磁気遮蔽板を備えることにより
、結合係数を調整するものである。例えば、磁気結合される一対のコイルが隣り合うよう
にそれぞれ磁脚部に配置されている場合、一方の磁脚部からの漏れ磁束がコイルの巻線間
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（ターン間）を通ってコイル外部に漏れ、その漏れ磁束の一部がコイル間を横断して他方
の磁脚部に乗り移ることがある。上記（１）の形態によれば、コイル間に配置された磁気
遮蔽板により、一方の磁脚部からコイル間を横断して他方の磁脚部に乗り移る漏れ磁束を
遮蔽して抑制することで、コイル間の結合係数を上げることができる。よって、結合係数
を調整することができる。例えば、磁脚部にエアギャップや非磁性材料からなるギャップ
材などの磁気ギャップ部を設けたり、磁脚部を低透磁率の軟磁性材料で形成するなどして
、磁脚部に漏れ磁束が生じ易くしておくと、結合係数の調整代を大きくとることができる
。
【００１１】
　上記（２）の形態では、隣り合うコイルのうち少なくとも一方に、巻ピッチが密な密巻
部と、密巻部よりも巻ピッチが疎な疎巻部とを有することにより、結合係数を調整するも
のである。一般に、コイルの巻ピッチが密な密巻部では、巻線の間隔（ターンの間隔）が
狭く、漏れ磁束が生じ難い。一方で、コイルの巻ピッチが疎な疎巻部では、巻線の間隔（
ターンの間隔）が広く、漏れ磁束が生じ易い。上記（２）の形態によれば、磁脚部の漏れ
磁束が生じ易い部分に対応する箇所にコイルが密巻部を有することにより、漏れ磁束が減
少することで、コイル間の結合係数を上げることができる。或いは、磁脚部の漏れ磁束が
生じ易い部分に対応する箇所にコイルが疎巻部を有することにより、漏れ磁束が増加する
ことで、コイル間の結合係数を下げることができる。よって、結合係数を調整することが
できる。磁脚部の漏れ磁束が生じ易い箇所としては、例えば、磁脚部が一様な軟磁性材料
で形成されている場合は磁脚部の長手方向の中央部分や、磁脚部に上記した磁気ギャップ
部が設けられている場合は磁気ギャップ部が挙げられる
【００１２】
　上記（３）の形態では、隣り合うコイルのうち少なくとも一方に、巻径が小さい小径部
と、小径部よりも巻径が大きい大径部とを有することにより、結合係数を調整するもので
ある。一般に、コイルの巻径が大きくなるほど、磁脚部を通らない漏れ磁束が生じ易い。
上記（３）の形態によれば、コイルに有する大径部により、漏れ磁束が増加することで、
コイル間の結合係数を下げることができる。よって、結合係数を調整することができる。
【００１３】
　上記（４）の形態では、連結部の少なくとも一方に設けられた磁気ギャップ部を備える
ことにより、結合係数を調整するものである。この形態によれば、連結部に磁気ギャップ
部を設けることにより、漏れ磁束が増加することで、コイル間の結合係数を下げることが
できる。よって、結合係数を調整することができる。
【００１４】
　上記（１）～（４）の形態は、単独又は組み合わせて使用することができる。また、コ
イル間の結合係数は、例えば0.4～0.9に調整することが挙げられる。
【００１５】
　本発明のコンバータは、上記した本発明のリアクトルを備える。本発明のコンバータは
、小型化が可能な本発明のリアクトルを備えることで、小型化を図ることができる。
【００１６】
　本発明の電力変換装置は、上記した本発明のコンバータを備える。本発明の電力変換装
置は、小型化が可能な本発明のリアクトルを備える本発明のコンバータを備えることで、
小型化を図ることができる。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明のリアクトルは、コアが、コイルが配置される磁脚部と、磁脚部の端部同士を連
結する連結部とからなることから、小型化が可能である。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】本発明に係るリアクトルの基本構成の一例を説明する図であり、（A）はコイル
及びコアを示す概略斜視断面図であり、（B）は、概略平面断面図である。
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【図２】実施形態１のリアクトルを示す概略平面断面図である。
【図３】実施形態２のリアクトルを示す概略平面断面図である。
【図４】実施形態３のリアクトルを示す概略平面断面図である。
【図５】実施形態４のリアクトルを示す概略平面断面図である。
【図６】ハイブリッド自動車の電源系統を示す概略構成図である。
【図７】本発明のコンバータを備える本発明の電力変換装置の一例を示す概略回路図であ
る。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　以下、図面を参照して、本発明の実施の形態を具体的に説明する。各図中、同一符号は
同一又は相当部分を示す。
【００２０】
　ここでは、まず、本発明のリアクトルの基本構成であるコイル及びコアについて説明し
、次いで、本発明のリアクトルに備える結合係数調整手段の具体的な態様について説明す
る。
【００２１】
　（リアクトルの基本構成）
　図１は、本発明のリアクトルの基本構成の一例を示す。リアクトル10は、第１コイル21
及び第２コイル22と、これら第１コイル21及び第２コイル22を互いに磁気的に結合する環
状のコア30とを備える。なお、図１（A）では、説明の便宜上、コイル21,22及びコア30を
高さ方向に略半分に切断した斜視断面図である。
【００２２】
　第１コイル21及び第２コイル22はそれぞれ、巻線2wを螺旋状に巻回してなり、軸方向が
互いに平行で且つ互いの外周面が対向するように並列に配置されている。両コイル21,22
は、同一形状のコイルであり、また、両コイル21,22は、軸方向の一端側から他端側に亘
って巻ピッチ及び巻径が一様である。巻線2wは、銅又は銅合金やアルミニウム又はアルミ
ニウム合金からなる平角線の表面に、エナメルやポリアミドイミド樹脂などの絶縁被覆を
有する被覆平角線である。そして、両コイル21,22は、被覆平角線の巻線2wをエッジワイ
ズ巻きして角筒状に形成されたエッジワイズコイルである。両コイル21,22は、一端同士
が電気的に接続される。
【００２３】
　コア30は、第１コイル21及び第２コイル22を互いに磁気的に結合する。コア30は、各コ
イル21,22の内側に位置し、各コイル21,22が配置される一対の磁脚部311,312と、これら
磁脚部311,312の両端部に配置されると共に、各磁脚部311,312の互いの端部同士を連結す
る一対の連結部321,322とからなる。コア30は、並列に配置された両磁脚部311,312の各端
面にそれぞれ各連結部321,322の内端面が連結されることによって環状に構成されており
、これら磁脚部311,312及び連結部321,322により、コイル21,22同士を磁気的に結合する
結合磁路が形成される。
【００２４】
　磁脚部311,312はそれぞれ、角柱状であり、軟磁性材料からなるコア片31mと、コア片31
mよりも比透磁率の小さい材料からなるギャップ材31gとを交互に積層して形成されている
。コア片31mとギャップ材31gとは、例えば接着剤によって一体化することができる。連結
部321,322は、略台形状（磁脚部311,312の端面に連結される内端面から外方に向かって断
面積が小さくなる台形状）であり、軟磁性材料からなるコア片である。
【００２５】
　磁脚部311,312や連結部321,322を構成するコア片は、鉄などの鉄族金属やその合金、鉄
を含む酸化物などに代表される軟磁性粉末を用いた成形体や、絶縁被膜を有する磁性薄板
（例えば、ケイ素鋼板に代表される電磁鋼板）を複数積層した積層板体などで形成されて
いる。上記成形体としては、圧粉成形体、焼結体、軟磁性粉末と樹脂とを含む混合物を射
出成形や注型成形などによって成形した複合材料などが挙げられる。このような成形体、
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特に複合材料では、例えば軟磁性粉末の含有量を減らすことで、比透磁率が5～50といっ
た低透磁率とすることも可能である。この例では、各コア片（コア片31m及び連結部321,3
22）は、鉄や鋼などの軟磁性粉末の圧粉成形体で形成されている。
【００２６】
　ギャップ材31gは、アルミナや不飽和ポリエステルなどの非磁性材料で形成されている
。この例では、磁脚部311,312にギャップ材31gを設けることで、磁脚部311,312（コア30
）の比透磁率を調整しているが、例えばコア片を低透磁率の複合材料で形成すれば、ギャ
ップ材を設けずに所定の比透磁率を実現したり、磁脚部311,312をそれぞれ１つのコア片
で構成することも可能である。また、各コア片を一様な材質で同一の仕様（圧粉成形体)
としているが、磁脚部311,312を構成する複数のコア片31mの磁気特性や仕様を異ならせた
り、コア片31mと連結部321,322とで磁気特性や仕様を異ならせることも可能である。その
他、ギャップ材31gは、コア片31mよりも低透磁率の材料、例えば軟磁性粉末の含有量が少
ない複合材料などで形成することも可能である。
【００２７】
　次に、隣り合うコイル間の結合係数を調整する結合係数調整手段の具体的な形態につい
て説明する。なお、以下の実施形態１～４では、リアクトルの基本構成は上記した図１に
示すリアクトル10と同じであり、相違点を中心に説明する。
【００２８】
　［実施形態１：コイル間に磁気遮蔽板を配置する］
　実施形態１では、結合係数調整手段として、隣り合うコイル間に配置される磁気遮蔽板
を備える形態を説明する。図２に示す実施形態１に係るリアクトル11は、各磁脚部311,31
2に配置された第１コイル21と第２コイル22との間に、磁気遮蔽板50が配置されている。
磁気遮蔽板50は、非磁性の金属材料で形成されており、例えば、ステンレス鋼、アルミニ
ウム又はアルミニウム合金が好適に利用できる。この例では、両コイル21,22間にアルミ
ニウム板（磁気遮蔽板50）を磁脚部311,312の長手方向に沿って配置している。このよう
に、両コイル21,22間に磁気遮蔽板50を配置することで、一方の磁脚部（311又は312）か
らコイル21,22間を横断して他方の磁脚部（312又は311）に乗り移る漏れ磁束を磁気遮蔽
板50により吸収して抑制することができる。これにより、コイル21,22間の結合係数を上
げることができる。
【００２９】
　ここで、結合係数の調整は、磁気遮蔽板50の厚さや面積、若しくは位置を変更すること
で可能である。磁気遮蔽板50の厚さは、コイル21,22間に配置でき、かつ、漏れ磁束を抑
制できる範囲で適宜設定することができる。一般に、コイル21,22間の間隔は2mm程度であ
る。また、磁気遮蔽板50の厚さを厚くするほど、漏れ磁束の抑制効果が向上するが、コイ
ル21,22に流れる電流の周波数に対する表皮厚さの2倍以上厚くしても、漏れ磁束の抑制効
果の向上が小さい。よって、磁気遮蔽板50の厚さは、表皮厚さの1倍以上2倍以下であるこ
とが好ましく、例えば1mm以上2mm以下とすることが挙げられる。ここで、磁気遮蔽板50の
厚さが表皮厚さと同じ（1倍）の場合、磁気遮蔽板50を通過する磁束を1/e（e≒2.71）倍
、即ち約63％低減でき、表皮厚さの２倍の場合、磁束を1/e2倍、即ち約87％低減できる。
一方、磁気遮蔽板50の長さを長くするほど、漏れ磁束と鎖交する磁気遮蔽板50の面積が増
えることから、磁気遮蔽板50による漏れ磁束の吸収量が増え、コイル21,22間の結合係数
を上げることができる。また、磁気遮蔽板50の高さを高くしても、漏れ磁束と鎖交する磁
気遮蔽板50の面積が増えることから、コイル21,22間の結合係数を上げることができる。
【００３０】
　さらに、磁気遮蔽板50の位置を変更することでも、結合係数を調整することが可能であ
る。この例のように、磁脚部311,312にギャップ材31gが設けられている場合は、ギャップ
材31gからの漏れ磁束が生じ易いことから、磁脚部311,312のギャップ材31gに対応する箇
所に磁気遮蔽板50を配置することで、漏れ磁束を効果的に抑制できる。例えば、上記した
ように磁脚部311,312をそれぞれ低透磁率の複合材料で形成し、１つのコア片で構成した
場合などは、磁脚部311,312の長手方向の中央部分で漏れ磁束が生じ易いことから、磁脚
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部311,312の中央部分に対応する箇所に磁気遮蔽板50を集中的に配置すると、漏れ磁束を
効果的に抑制し易い。なお、リアクトル11をケース（図示せず）に収納する場合は、コイ
ル21,22間に磁気遮蔽板50を配置した後、封止樹脂で封止することで、磁気遮蔽板50を固
定することができる。或いは、ケースの底板に磁気遮蔽板50を絶縁性の接着剤で予め固定
しておいてもよい。
【００３１】
　［実施形態２：コイルに密巻部と疎巻部とを有する］
　実施形態２では、結合係数調整手段として、隣り合うコイルのうち少なくとも一方に、
巻ピッチが密な密巻部と、密巻部よりも巻ピッチが疎な疎巻部とを有する形態を説明する
。図３に示す実施形態２に係るリアクトル12は、各磁脚部311,312に配置された第１コイ
ル21及び第２コイル22において、巻ピッチが密な密巻部20aと、密巻部20aよりも巻ピッチ
が疎な疎巻部20bとを有する。この例では、両コイル21,22において、軸方向の一端側から
他端側に向かって密巻部20a、疎巻部20b、密巻部20aが順に形成されており、磁脚部311,3
12のギャップ材31gを含む中央部分に対応する箇所に疎巻部20bが設けられている。また、
両コイル21,22において、両端部分の密巻部20aの合計巻数と中央部分の疎巻部20bの合計
巻数は同じである。このように、磁脚部311,312の漏れ磁束が生じ易い部分（ギャップ材3
1g）に対応する箇所に各コイル21,22が疎巻部20bを有することで、漏れ磁束が増加し、コ
イル21,22間の結合係数を下げることができる。逆に、磁脚部311,312の漏れ磁束が生じ易
い部分（ギャップ材31g）に対応する箇所に密巻部20aを集中的に設けると、漏れ磁束が減
少するので、コイル21,22間の結合係数を上げることができる。
【００３２】
　ここで、結合係数の調整は、両コイル21,22における密巻部20a及び疎巻部20bの巻ピッ
チや巻数、若しくは位置を変更することで可能である。両コイル21,22における密巻部20a
及び疎巻部20bの巻ピッチは、両磁脚部311,312に配置できる範囲で適宜設定することがで
きる。一般に、コイル21,22における巻線2wの間隔（ターンの間隔）は、0.3mm程度である
。これを基準の間隔とするとき、例えば、疎巻部20bにおける巻線2wの間隔を例えば＋0.1
mm以上＋0.5mm未満、密巻部20aにおける巻線2wの間隔を例えば－0.1mm以上－0.3mm未満と
することが挙げられる。つまり、疎巻部20bにおける巻線2wの間隔が密巻部20aよりも例え
ば0.2mm以上0.8mm未満広くなるように、疎巻部20bの巻ピッチを密巻部20aよりも疎にする
ことが挙げられる。なお、両コイル21,22における密巻部20a又は疎巻部20bにおいて、巻
線2wの間に絶縁性のスペーサなどを介在させると、巻線2wの間隔を確実に維持することが
できる。例えば、両コイル21,22を筒状の絶縁性ボビン（図示せず）に巻回して、各コイ
ル21,22と各磁脚部311,312との間にボビンを配置する場合は、このボビンの外周面にスペ
ーサを形成しておくことが挙げられる。
【００３３】
　［実施形態３：コイルに小径部と大径部とを有する］
　実施形態３では、結合係数調整手段として、隣り合うコイルのうち少なくとも一方に、
巻径が小さい小径部と、小径部よりも巻径が大きい大径部とを有する形態を説明する。図
４に示す実施形態３に係るリアクトル13は、各磁脚部311,312に配置された第１コイル21
及び第２コイル22において、巻径が小さい小径部20mと、小径部20mよりも巻径が大きい大
径部20nとを有する。この例では、一方の第１コイル21において、軸方向の一端側から他
端側に向かって大径部20n、小径部20mが順に形成されており、他方の第２コイル22におい
て、軸方向の一端側から他端側に向かって小径部20m、大径部20nが順に形成されている。
つまり、第１コイル21と第２コイル22とでは、小径部20mと大径部20nとの位置が互い違い
になっている。また、両コイル21,22において、軸方向における小径部20mの区間と大径部
20nの区間は同等である。このように、各コイル21,22が大径部20nを有することで、漏れ
磁束が増加し、コイル21,22間の結合係数を下げることができる。
【００３４】
　ここで、結合係数の調整は、両コイル21,22における小径部20m及び大径部20nの巻径や
区間を変更することで可能である。両コイル21,22における大径部20nの巻径を大きくする
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ほど、漏れ磁束が増えることから、コイル21,22間の結合係数を下げることができるが、
その分磁脚部311,312間の間隔が広がり、コア30（リアクトル13）が大型化する。そこで
、大径部20nの巻径は、小径部20mよりも例えば1mm以上5mm未満大きくすることが挙げられ
る。また、両コイル21,22における大径部20nの区間を長くするほど、漏れ磁束が増えるこ
とから、コイル21,22間の結合係数を下げることができるが、各コイル21,22の軸方向の長
さに対して大径部20nの区間が半分超であると、大径部20n同士が干渉し合う虞がある。こ
の例のように、各コイル21,22における大径部20nの区間を軸方向の長さに対して半分以下
とし、両コイル21,22において小径部20mと大径部20nとの位置を互い違いにすることで、
大径部20n同士が干渉し合うことを回避しながら、磁脚部311,312間の間隔をできるだけ狭
めることができる。
【００３５】
　［実施形態４：連結部に磁気ギャップ部を設ける］
　実施形態４では、結合係数調整手段として、連結部の少なくとも一方に設けられた磁気
ギャップ部を備える形態を説明する。図５に示す実施形態４に係るリアクトル14は、第１
コイル21及び第２コイル22が配置される各磁脚部311,312の端部同士を連結する両連結部3
21,322の中間部に、磁気ギャップ部32gが設けられている。磁気ギャップ部32gは、磁脚部
311,322のギャップ材31gと同様に、非磁性材料のギャップ材で形成されている。この例で
は、連結部321,322を構成する２つのコア片32mの間にギャップ材（磁気ギャップ部32g）
を配置し、接着剤によって一体化している。ギャップ材には、コア片32mよりも低透磁率
の材料、例えば軟磁性粉末の含有量が少ない複合材料などを用いることも可能である。そ
の他、連結部321,322のコア片32m間に空間が形成されるように、リアクトル14が載置され
る板状部材（図示せず）にコイル21,22又は連結部321,322（コア片32m）の下面を例えば
接着剤やボルトなどの締結部材で固定し、コア片32m間にエアギャップを設けることで、
磁気ギャップ部をエアギャップとしてもよい。このように、各連結部321,322に磁気ギャ
ップ部32gを設けることで、漏れ磁束が増加し、コイル21,22間の結合係数を下げることが
できる。
【００３６】
　ここで、結合係数の調整は、各連結部321,322の磁気ギャップ部32gの大きさ（ギャップ
長）を変更することで可能である。また、この例では、磁気ギャップ部32gを各連結部321
,322にそれぞれ１つ設けているが、連結部321,322を更に複数のコア片32mに分割すると共
に、コア片32m間に磁気ギャップ部32gを設けることで、各連結部321,322に複数の磁気ギ
ャップ部32gを設けることも可能である。さらに、両連結部321,322に磁気ギャップ部32g
を設けているが、一方の連結部（321又は322）のみに磁気ギャップ部32gを設けてもよい
し、両連結部321,322における磁気ギャップ部32gの大きさや数を異ならせてもよい。
【００３７】
　上記した実施形態１～４で説明した図２～５に示す各結合係数調整手段の形態は、単独
で実施する他、組み合わせて実施することも可能である。また、上記した実施形態１～４
のリアクトル11～14において、互いに磁気結合されるコイル21,22間の結合係数は、各結
合係数調整手段により、例えば0.4～0.9に調整することが挙げられる。
【００３８】
　（コンバータ（電力変換装置）の構成）
　実施形態１～４のリアクトル11～14は、例えば、車両などに搭載されるコンバータの構
成部品や、このコンバータを備える電力変換装置の構成部品に利用することができる。
【００３９】
　例えば、ハイブリッド自動車や電気自動車といった車両1200は、図６に示すようにメイ
ンバッテリ1210と、メインバッテリ1210に接続される電力変換装置1100と、メインバッテ
リ1210からの供給電力により駆動して走行に利用されるモータ（負荷）1220とを備える。
モータ1220は、代表的には、３相交流モータであり、走行時、車輪1250を駆動し、回生時
、発電機として機能する。ハイブリッド自動車の場合、車両1200は、モータ1220に加えて
エンジンを具える。なお、図６では、車両1200の充電箇所としてインレットを示すが、プ
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ラグを具える形態とすることもできる。
【００４０】
　電力変換装置1100は、メインバッテリ1210に接続されるコンバータ1110と、コンバータ
1110に接続されて、直流と交流との相互変換を行うインバータ1120とを有する。この例で
は、コンバータ1110は、車両1200の走行時、200V～300V程度のメインバッテリ1210の直流
電圧（入力電圧）を400V～700V程度にまで昇圧して、インバータ1120に給電する。また、
コンバータ1110は、回生時、モータ1220からインバータ1120を介して出力される直流電圧
（入力電圧）をメインバッテリ1210に適合した直流電圧に降圧して、メインバッテリ1210
に充電させている。インバータ1120は、車両1200の走行時、コンバータ1110で昇圧された
直流を所定の交流に変換してモータ1220に給電し、回生時、モータ1220からの交流出力を
直流に変換してコンバータ1110に出力している。
【００４１】
　コンバータ1110は、図７に示すように、複数のスイッチング素子Q1～Q4と、スイッチン
グ素子Q1～Q4の動作を制御する駆動回路（図示せず）と、リアクトルLとを備え、ON/OFF
の繰り返し（スイッチング動作）により入力電圧の変換（ここでは昇降圧）を行う。スイ
ッチング素子Q1～Q4には、FET、IGBTなどのパワーデバイスを利用することができる。リ
アクトルLは、回路に流れようとする電流の変化を妨げようとするコイルの性質を利用し
、スイッチング動作によって電流が増減しようとしたとき、その変化を滑らかにする機能
を有する。このリアクトルLとして、上述した実施形態１～４のリアクトル11～14を利用
しており、実施形態１～４で説明した結合係数調整手段により、互いに磁気結合されるコ
イル21,22間の結合係数が調整されている。リアクトル11～14は、小型であるので、この
リアクトル11～14を備えるコンバータ1110や電力変換装置1100を小型化できる。
【００４２】
　この例では、リアクトルLを構成するコイル21,22の一端側がメインバッテリ1210の正極
側に接続されている。また、一方のコイル21の他端側がスイッチング素子Q1,Q2を直列に
接続してなる直列スイッチング回路の中点に接続され、他方のコイル22の他端側がスイッ
チング素子Q3,Q4を直列に接続してなる直列スイッチング回路の中点に接続されている。
そして、駆動回路によりスイッチング素子Q1～Q4をスイッチングすることによって、コイ
ル21,22に流れる電流を互いに180度位相をずらした状態とし、両コイル21,22が互いに磁
気的に逆結合されている。
【００４３】
　なお、車両1200は、コンバータ1110の他、メインバッテリ1210に接続された給電装置用
コンバータ1150や、補機類1240の電力源となるサブバッテリ1230とメインバッテリ1210と
に接続され、メインバッテリ1210の高圧を低圧に変換する補機電源用コンバータ1160を備
える（図６）。コンバータ1110は、代表的には、DC‐DC変換を行うが、給電装置用コンバ
ータ1150や補機電源用コンバータ1160は、AC‐DC変換を行う。給電装置用コンバータ1150
のなかには、DC‐DC変換を行うものもある。給電装置用コンバータ1150や補機電源用コン
バータ1160のリアクトルに、上述した実施形態１～４のリアクトル11～14と同様の構成を
備え、大きさや形状などを適宜変更したリアクトルを利用することができる。また、入力
電力の変換を行うコンバータであって、昇圧のみを行うコンバータや降圧のみを行うコン
バータに、上述した実施形態１～４のリアクトル11～14を利用することもできる。
【００４４】
　なお、本発明は、上述した実施の形態に限定されるものではなく、本発明の要旨を逸脱
しない範囲で適宜変更することが可能である。例えば、上述した実施の形態では、２つの
コイル21,22を備え、互いに磁気結合された２相磁気結合リアクトルを例に挙げ説明した
が、３つ以上のコイルを備えるリアクトルにも適用可能である。また、両コイル21,22に
流れる電流を同相にしてもよいし、両コイル21,22を互いに磁気的に順結合してもよい。
【産業上の利用可能性】
【００４５】
　本発明のリアクトルは、ハイブリッド自動車、プラグインハイブリッド自動車、電気自
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動車、燃料電池自動車といった車両に搭載される車載用コンバータ（代表的にはDC‐DCコ
ンバータ）や空調機のコンバータなどの種々のコンバータや電力変換装置の構成部品に好
適に利用することができる。
【符号の説明】
【００４６】
　10,11,12,13,14　リアクトル
　21　第１コイル　　22　第２コイル
　　2w　巻線
　　20a　密巻部　　20b　疎巻部
　　20m　小径部　　20n　大径部
　30　コア
　　311,312　磁脚部　　321,322　連結部
　　31m,32m　コア片　　31g　ギャップ材　　32g　磁気ギャップ部
　50　磁気遮蔽板
　1100　電力変換装置　　1110　コンバータ　　1120　インバータ
　1200　車両　　1210　メインバッテリ　　1220　モータ　　1250　車輪
　L　リアクトル　　Q1～Q4　スイッチング素子
　1150　給電装置用コンバータ　　1160　補機電源用コンバータ
　1230　サブバッテリ　　1240　補機類

【図１】 【図２】
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【図５】
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